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午後 ５時０５分開会 

○江口座長 それでは、大臣お見えになりました。 

 ただいまから、道州制ビジョン懇談会の第７回目の会合を開催させていただきます。 

 本日はお忙しい中御参集いただき、本当にありがとうございます。いつもいつも委員の

先生方、たくさん御出席いただきまして、真剣にたくさんの議論をいただきまして、本当

にありがたいと思っています。 

 それでは、まず渡辺大臣よりごあいさつをいただきたいというふうに思います。 

 大臣、よろしくお願いいたします。 

○渡辺大臣 毎回、大変精力的な議論を先生方には進めていただいておりまして、本当に

ありがとうございます。 

 自民党の方も、聞くところによりますと、中間取りまとめをまとめたようであります。

その中身について私はまだ聞いておりませんけれども、道州制というものが全く荒唐無稽

な発想ではなくなりつつあるということだけは確かなのではないでしょうか。 

 今日は私、参議院内閣委員会の方で公務員制度改革についての質疑をつい今しがたまで

行ってきたところでございます。この公務員制度改革、もうかなりドラスティックな改革

の中身を持っております。恐らく、こういうことを安倍内閣が昨年12月に提案をした時

点で、こんなことが実現できるはずがないと思っていた人の方が圧倒的に多かったのでは

ないでしょうか。ちなみに、その時私は大臣ではありませんでしたけれども、最初の提案

の翌日の新聞記事の扱いがこんなに小さなベタ記事であったことをよく覚えております。 

 今の時代というのは、本当に一見荒唐無稽に見える提案であっても、国民の支持があり、

かつ政治の方の突破力があればそれが実現していくんだという時代になったのではないで

しょうか。 

 ぜひ道州制の議論をまさに実現の方向に向けて、精力的にさらに進めていただきますよ

う心からお願いを申し上げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○江口座長 大臣、ありがとうございました。 

 それでは、今日は、早速ではございますけれども、議事の第１番目、「道州制を見据え

た都市自治体と広域自治体のあり方」について、河内山委員より御説明をいただきたい。

25分程度でお話しをいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○河内山委員 きょうはこういうプレゼンテーションの機会をいただきまして、まことに

ありがたく、御礼申し上げたいと思います。 

 全国市長会としまして、まず冒頭、渡辺大臣の御発言を受けまして、市長会として道州

制で盛り上がっているという状況にはまだ残念ながらございません。いろいろと議論があ

るところでございます。後ほどちょっと詳しくその意味合いをお話し申し上げたいと思い

ます。 

 今日、お手元に資料が全部で４セットございまして、そのうち３つは内容的には全部同
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じ、いわゆる「道州制を見据えた都市自治体と広域自治体のあり方」についてのポイント

ほか、絵が入っているものと文章の要約と、それから本文と、同じものでございますので、

後ほど横書きのもので御説明を申し上げたいと思います。 

 それから、もう一つは、今月６月４日に全国市長会の中にあります地方分権改革検討会

議というところで、まだ案の段階でございますが、取りまとめをしているさなかのものの

資料がございます。 

 この２つの資料、後ほどお話しを申し上げたいと思いますが、道州制全般について申し

上げるならば、平成５年に衆参両院の地方分権に関する決議が行われて以来、分権やら地

方制度改革の大きな動きが始まったと思いますが、これはいずれも、どちらかといいます

と、都道府県ないしは知事会が主役の分権の改革とか、あるいはさまざまな制度改革であ

ったというふうに思います。 

 例えば、地方分権一括法に基づきます改革の大きな柱は、機関委任事務の改革等々、ど

ちらかといいますと、都道府県知事が地方自治体の長なのか、それとも国の機関のごとく

扱われるものなのかというようなことを整理をしたというのが非常に大きかったと思いま

す。 

 余談でございますが、地方分権改革、この分権一括法で、年金の保険料の徴収は13年

までは市町村がやっておりまして、その後、国民年金は社会保険事務所がやるようになり

まして、市町村がやっていたときの方がよかったではないかと、最近そういう声もござい

ますが、それはいわゆる権限事務・事業を整理したという意味ではすっきりしたとは思い

ますが、いろいろとこういう改革をする中では、よい方も悪い方もいろいろなことが起こ

ってくる一つの事例だと思っています。 

 それから、最近の話でいうと、小泉内閣において行われた三位一体改革の金額３兆円、

補助金の金額でいうと４兆円を超えるような補助金改革が行われましたが、例えば学校の

先生方の義務教育費国庫負担金、いわゆるお給料の負担をだれがするのか。国費でやるの

か、自前の財源でやるのかというふうにいろいろと議論があったようなことに象徴される

ように、やはりこれまた補助金の改革、それから国庫負担金の改革も公共事業費も含めま

して、どちらかというと、やはり都道府県の知事さんの権限のもとにあるものの改革が主

役であったというふうに考えております。 

 ここまでは余り基礎自治体に対して分権が具体的にどうだという話は進まなかったわけ

でございますが、いよいよ、今まさに行われております第２期の分権改革は、基礎自治体

中心の改革をしていこうではないかということが始まったというふうに我々としては考え

ておりますし、先般、地方分権改革推進委員会の丹羽委員長から総理に提出されました基

本的な考え方の整理におきましても、基礎自治体に対して今後どういうふうな力と権限と、

それから財源も集中するかというのがポイントだという表明があったところでございます

し、先ほど渡辺大臣が言われました自民党の調査会の議論も考えてみますと、かなり基礎

自治体に対して分権をしていこうではないかという、そういうことが話題の中心になって
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いるようでございます。そういう意味では、今申し上げましたような流れと、それから道

州制の議論というものは軌を一にするものでなければならないと考えておりますので、今

日は資料を踏まえまして、その辺のお話を整理して申し上げたいと思います。 

 資料をごらんいただきたいんですが、17年６月６日ということですので、もう２年前

の話でありますけれども、17年はどういう年であったかといいますと、一通り17年３月

31日をもって合併特例法の法期限が終了しまして、今も合併特例法は生きておりますが、

かなり大規模な合併特例債だとか、地方交付税の算定の特別扱い等々の財政的な主だった

ところは17年３月31日で失効、暫定的に１年間延長されたという、そういうころでござ

いまして、大方、市町村合併の行方が決まってきた時点でございます。 

 それを踏まえて、地方制度調査会では道州制の話もあり、それから、将来的には大都市

制度のあり方について、そういう議論がちょうど地制調で進められていたというころでご

ざいます。 

 市長会としましても、この資料を取りまとめるのにはかなり多くの市長、それから学識

経験者、集いまして、いろいろと議論をしたわけでございます。 

 そういう時代背景というか、17年時点でのことを背景にいたしまして、まず将来的に

は道州制の導入も必要というふうに資料に書いておりますが、まだそういう煮詰まった段

階ではございませんでした。 

 しかし、確実に言えることは、将来、市町村合併が進んだことを踏まえますと、ここの

資料の１ページ目の真ん中の左側に書いてありますように、都道府県の構造改革をやらな

ければいけない時代が来ているということが当時の市長会のとしての議論の中で非常に強

く力点を置いているところでございます。 

 具体的には、都道府県と都市自治体が二重行政を行っていることがたくさんあります。

基礎自治体が力をつければつけるほど、この二重行政というものが問題になってくるわけ

でございますので、まずこの二重行政を解消するという意味での都道府県の構造改革。 

 それから、四角の２つ目に書いていますように、今はさまざまな政令市、中核市、特例

市、ランクがございますので、そういうランクづけによって事務事業を引き受けたり、引

き受けなかったりしていますけれども、その辺については指定要件を引き下げて、なるべ

く可能な限り小さなところでも大きな仕事ができるように権限移譲を進めていくべきであ

るというようなこと。 

 それから、一番最後の四角のように、国の地方支分部局を廃止をして、当然のことなが

ら、これを事務事業の大半あるいは所要財源を都道府県または規模・能力の充実した都市

自治体へ移譲するという、都道府県を変えていくということが、矢印で書いていますよう

に、まず前提条件として必要ではないかという議論を当時かなりやりました。 

 今日は残念ながら高橋知事と石井知事がお越しになっておりませんが、我々としては、

都道府県というものをまずはからっぽにして、そこで道州制というものが始まることを考

えないことには、以前にも申し上げましたが、道州制が進むということは、都道府県が今
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のまま存在をする、あるいは都道府県が合併をするというような道州制の議論をしていっ

たのでは、これは国民にとっては非常に不便なものができ上がるということぐらいの感覚

を持っておりまして、まず都道府県の構造改革をぜひ行うべきだということをこの報告書

の中で掲げております。 

 ２ページには、少し、例えば道州制はどんな感じかという話で、これも２年前ですから

そう煮詰まった話ではございませんで、渡辺大臣が、とにかく前向きにどんどん行けばと

いう話でございますが、そのころでいうと、１、導入の是非というので、２年前でいうと、

市長会でいうと７割ぐらいの人は道州制の導入が適当と。逆に言うと、３割ぐらいはいか

がなものかという話をこのころは持っていた。その後どうなったか、具体的に議論してい

るわけではございません。 

 それから、道州制の法的性格だとか、区域、導入方法、これもそう煮詰まった話ではご

ざいませんが、とにかく道州の事務という、４番目ですけれども、幅広い事務を国から道

州へ移譲して、国の事務は国家として国が果たすべき事務に重点化をする。国、道州、基

礎自治体が同一分野の事務を融合的に処理する場合は、責任を明確化して、基礎自治体へ

の関与は必要最小限とするというようなことを書いております。 

 税財政基盤もここに書いているとおりでございますが、これはそんなに煮詰まった議論

をしたわけではございません。 

 ３ページをちょっとごらんいただきたいんですけれども、一番我々として興味というか、

関心を持たざるを得ないのは、３、道州制の下での都市自治体、いわゆる基礎自治体はど

うあるべきかという話ですけれども、これも言うまでもないことですけれども、補完性の

原理あるいは近接性の原理で、まずできる限りのことは基礎自治体でやっていこう、その

ことが、この懇談会でもずっと出ておりますが、ニア・イズ・ベターで、分権というのは、

大事なことでも身近なことでも、とにかく近くで決めることの方がよりよいんだという考

え方、あるいは近くで担う方がよりよいんだという考え方に基づいて、補完性の原理に基

づいて、まず基礎自体が頑張るんだと。地域において、現在都道府県が行っている事務事

業の多くを含む総合的な役割を担うというようなことが、やはり市長会の立場としては、

道州制のもとでは基礎自治体がかなり都道府県が現在やっていることを、二重行政を解消

してやれるような、そういう都市自治体になるんだということをポイントとして書いてお

ります。 

 最後に、都市自治体の将来の姿ということでございまして、これは「10万人都市を目

指して」というのは、そのころはこれぐらいがいいのではないかという話でございますが、

その後、ちょっと私この間から市長会の主だった方と話をしますと、もちろん10万人に

満たない自治体が今たくさんございます。そこがさらに第２次、第３次で合併をする気が

あるかどうかということを考えますと、ほとんどありません。合併のエネルギーというも

のはこれ１回ぐらいにして、この丸の２番目で書いているように、当面は規模の異なる都

市自治体についても、規模、能力、意欲に応じて一層の事務・事業の移譲等を進めるとと
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もに，広域連合の活用というようなことについて力を尽くした方がいいのではないかとい

うような感じのことを本音ではやはり主張も、それから、以前に自民党の調査会で、全国

町村会の山本会長も、今残っているところは、人口でくくるといっても、地理的にも難し

いところもいっぱい残っているので、これ以上の合併は非常に難しい、困難ではないかと

いう話を町村会の山本会長もお話しになっていましたが、これから先、広域連合の活用あ

るいは近接する核となる大きな自治体が何らかの形で周りの事務事業を担っていくとか、

あるいは少し広域的なところで、広域連合以外の方法も含めて、そういう形で基礎自治体

が頑張れるような仕組みをつくるのもこれから大事ではないかということが本音ではいろ

いろと議論がございます。 

 これが前３つの資料の説明でございます。 

 それで、今市長会として何をやっているかということでございますが、これが今まだ案

の段階ですけれども、「支障事例を踏まえた主な改革の方向（案）」、これは、１ページ

目にこの資料の意味合いを書いておりますが、先ほど言いましたように、基礎自治体中心

の分権論議が行われる第２期地方分権改革の中で、市長会の中に行政委員会というのを置

いておりまして、その中で、地方分権改革検討会議というものが今動き出しております。 

 何をやっているかといいますと、ここに書いていますとおりで、とにかく市民のための

行政を行うに当たりまして、支障となっている国や都道府県による関与の事例について調

査をする。逆説的にいいますと、国や都道府県の関与がない方がよりよい行政ができる、

よりよい市民サービスができるということがどれぐらいあるかというのを、まずとりあえ

ず124人、かかわっている市区長を対象に調査をしました。その中で、いっぱい出てきた

んですが、現時点で検討しております都道府県による関与等の項目を抜粋をしたものでご

ざいます。 

 中身の説明はいたしませんが、２ページからは福祉分野で、例えば一番最初に書いてい

ますように、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム設置許可権限の移譲。既に、介護保険

導入後、介護の施策の中心は市町村にあるにもかかわらず、これについての関係の法令

等々がたくさんありまして、市に権限移譲がされないがために、まだまだ迅速な対応は行

われないような話になっているとか、あるいは、今いっぱい起こっておりますが、３番目

の要保護児童対策にかかる権限の移譲、いわゆる児童相談所に権限と責任が集中をしてお

りますので、一部の自治体は設置主体となっていますけれども、なかなか要保護児童の早

期発見、早期対応ができないようになっているではないかというように、福祉分野でもた

くさんございます。 

 福祉分野では５番目までありまして、６ページには環境分野、これは余り大きな話では

ございませんが、環境の分野でもございます。 

 そして、７ページには産業分野で、特に農業関係というのが、やはり都道府県の役割と

市町村の役割、都市の役割というのが非常に混在しておりまして、なかなか難しい話がご

ざいます。 
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 そして、何よりも、８ページ以降に、まちづくり分野でたくさん支障事例がございます。

市域内のみを区域とする都市計画決定についても、今まだ知事との協議、同意というもの

が必要とされるようなことがございます。これなどは二重行政の非常に弊害が出ていると

ころでございますし、10ページには、農地の転用許可権限についての、これも非常に手

間暇がかかるという話、二重行政になっているという話でございます。 

 13ページには、農業振興地域の除外についての、これは農地の転用と同じようなこと

でございます。 

 等々、非常に二重行政になったり、あるいは手間暇がかかるような話が、実は地方の自

治だとかまちづくりにかなり大きな影響を与えております。 

 そして、16ページ以降は、教育にかかわる都道府県知事の関与をなくした方がいいの

ではないかということで、人事権の話、それから学級編制の話、青少年指導員等々の委嘱

権限の話が出ております。 

 20ページ以降は災害その他の分野でございますが、例えば、20ページの下側の20の項

目ですね。今は、災害派遣を自衛隊に要請をしようと思いましても、実は直接災害派遣は

市長はできないことになっております。都道府県知事が災害派遣の要請をすることになっ

ています。こういうのは、実務的にはさほどの問題がないようにお感じかもしれませんが、

実は、災害派遣の要請を市長に権限を与えることによって、日ごろから実は自衛隊と都市

の関係というのが非常に深くなってくるわけですね。そういう日ごろから顔の見える関係

をつくっていくというのは、実は権限がどこにあるかということと非常に密接な関係がご

ざいます。ですから、もういいではないかという部分も含めて、実はまだまだ都道府県関

与が残っている部分がございます。 

 等々、非常に、まだ始まったばかりでございますが、冒頭に申し上げましたように、都

道府県の構造改革をやっていくということと道州制の導入というのが同じ時期にやられま

せんと、結局二重行政が残ったままになるということ、それから、非常に無責任体制が残

るというようなことになります。 

 例として正しいかどうかわかりませんが、今、政令指定都市と都道府県の関係でいいま

すと、政令市というのは非常に大きな権限と責任を持っております。それから財源も持っ

ておりますが、未だに、例えば神奈川県横浜市や川崎市には、神奈川県議会議員さんもた

くさんいます。しかし、どういう仕事を県議会議員さんがやるかというのは非常に地元の

方々から見てもわかりにくいし、二重行政みたいなものをかなり引き起こすことにもなり

かねないというようなことがあるわけですね。そういうことからすると、基礎自治体が強

くなって大きな仕事をするようになった場合には、都道府県は自動的になくなるというよ

うな文脈で道州制の議論をすべきではないかということが市長会としての大きなポイント

でございます。 

 引き続きいろいろと実際の支障事例等々よく調べまして、これは分権推進委員会の方で

もいろいろ議論がこれから進むと思いますが、当然、道州制の中でも重要なポイントだと



－- 7 -－ 

思っておりますので、委員の皆様方にもぜひお知りおきをいただき、また身近な行政の推

進のために御支援をいただければと思います。 

 以上です。 

○江口座長 ありがとうございました。 

 都道府県と基礎的自治体との関係というか、その問題点ということが主な焦点になって

いたかと思いますけれども、堺屋委員、いかがでございましょうか、今の河内山委員の都

道府県と基礎的自治体との関係ということについて。 

○堺屋委員 基礎的自治体がだんだん大きくなって、都道府県が４つか５つの市を管轄し

ているようになってくると、かなり二重問題というのがあると思うんですけれども、その

前に、こういう不都合があるとか、こういう重複があるということの前に、基礎的自治体

がやったら何がよくなるのか。重複がなくなって便利になるということはわかるんですけ

れども、それぞれのところがばらばらにやるから、いいところも悪いところも出てくる、

個性が出てくる。市町村に個性が出てくることがいかにいいことかということ、これを皆

さんに知ってもらわないと、どうもマスコミにこの話、地方自治の話をすると、全部権限

争議と受け取られちゃうんですね。読書率も非常に低い。 

 それはどこかというと、うちはこういうふうにします、こちらはこういうふうにします

という、個性を出せるということがいいことだと思うんですよ。そういう覚悟が市町村に

あるのかどうか。市町村が便利になって、また一律になるというだけだったら、一般の市

民から見ると、市の役人と県の役人のやりとりが減っているだけで、何も反射効果がない

ように見える。だから、あるところはこうやります、あるところはこうやりますというよ

うな、そして、うちへ住んでくたらこんなサービスします、うちはこういうふうにという

ようなことが本気で考えられているのかどうか、ちょっと市長会の方に聞きたいところは

そこなんです。自分たちが批判も受ければ、公責もあることを覚悟して、よそと違うこと

をする、そういう自信を持って市町村がやられるかどうかですね。県の関与はなくなるけ

れども、横並び一緒だというのではもうひとつ魅力がないんじゃないかという気がするん

ですが、いかがですかね。 

○江口座長 そうですね。おっしゃるとおりだと思うんですけれども、それと、今の堺屋

委員のおっしゃったように、基礎的自治体でサービスであるとか、個性を出すとか、そう

いうようなもので、またよそと違うものをつくり出すということで、そういうようなこと

が10万人ぐらいの規模でできるかどうかということも私の方としては、私の計算からい

くと、10万人ぐらいではちょっとそういう差異が見られないような、細かくなり過ぎて、

市の特徴を出していく、基礎的自治体の特徴を出していくということができにくいんじゃ

ないだろうかというふうに思ったりするので、あわせまして…… 

○堺屋委員 私はむしろ、これ自由化したら、今合併したのをもう一遍分裂させるところ

がたくさん出てくるべきだと思うんですね。うちは5,000人でやりますというところが出

てきたら、どんどんまた市町村を分けてもいいと思うんですよ。だけれども、それは全く
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住民に任すんだと。それで、うちはこれを売り物にして、それが好きな人を呼ぶんですと

いうような、それがやはり打ち出せるかどうかというのが一番ポイントで、だれかに横並

びをつくっていただくということであったら、余り意味ないと思うんですね。そこを徹底

的に自由競争のマーケット原理で、消費者に密着した地方行政ができるということをいっ

てほしいと思うんだけれども、どうでしょうね。 

○江口座長 しかし、それは道州制ということが前提で、それぞれの道州の中で自由に、

5,000人でもいいし、40万人でもいいということですね。 

○堺屋委員 はい。だから、各道州が調整をこれだけしますということを決めたら、その

中で、経済的には損だけれども、こういう個性を出したいというところも出れば、あるい

はうちはこういうものを受け入れるから、これでやっていくんだだというところも出れば

というようなことが、地域住民と管理者、市長さんたちの間で打ち出せるかどうかという

のが一番ポイントだと思うんですよ。 

○江口座長 河内山委員、いかがですか。 

○河内山委員 まず、座長が言われました人口規模の話なんですが、私は、人口が小さく

ても非常に個性的な、しかも単に小さいというだけではなくて、実効性というか、行政の

意味合いからすると、非常に住民自治に根差して、なおかつお金のむだ使いをしなくて、

今の時代のトレンドに合っているというような仕事をしている自治体はたくさんございま

す。 

 これは、人口規模がすべて決めるのではなくて、例えば一昨日も、私、参議院の総務委

員会で、今、自治体の破綻法制の関係で参考人で呼ばれまして意見陳述したんですが、お

隣に福島県の泉崎村というところの村長さんが来られて、自主的な財政再建方策というの

をもう既にやっているわけですね。その中身を見ますと、やはり非常に、ある意味ではと

ても大都市ではできないような、ある意味では行政改革の努力をされています。 

 それから、同じく、福島の話ばかりして申しわけないですが、矢祭町ですね。町立図書

館はつくれない、図書の充実ができない、さあどうするかということで、町長さんが頑張

って、全国からたくさん蔵書が届いて、ユニークな図書館運営をされている。 

 これは財政が厳しくなったから開き直るということが大前提としてあるわけなんですが、

人口規模が少ないからといって何もできないというんじゃなくて、非常に私が見る限りで

は、お金さえ使えばできるというんじゃなくて、あるいは何かコンサルタントさんに頼め

ばできるというんじゃなくて、本当に市民、町民、村民も一緒になっていいまちづくりを

やっているなというのは、非常に小さなところにたくさん個性的なところがあると思いま

すので、余り人口規模は、この際まちづくりと、もちろん関係が非常に深いんですが、だ

からといって、それを全否定するということではないと思います。 

 それから、まさしく堺屋委員が御指摘になって、じゃ権限の移譲を受けました、それか

ら、財源も人間も移譲を受けて、本当に個性的な、あるいは場合によっては差がつくこと

を覚悟して市長会をやっているかという話ですけれども、これは、その覚悟がなければ、
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やはり分権の意味はない。 

 逆にいいますと、かなり今は、例えば東洋経済さんとか、日経とか、全国さまざまな数

字で示されるランキングはもちろんなんですが、それ以外も非常に、うちの町と隣の町は

何が具体的にどう違うのかということを格付けをされる時代になりました。この格付けと

いうのは、最初はみんな嫌がったんですね。特殊要因がいろいろあるから、自分のところ

はこの部分がいいんだけれども、この部分は数字に出ないとか、いろいろと言っていまし

たけれども、今はそうでなくて、それはそれで、もっと自分たちはそれは指標としてはち

ゃんと受けとめようと。ただ、そうではない部分のアピールというのはやらないと、市町

村長も市町村議会もかなり厳しい住民監視のもとに置かれているわけですね。大きなとこ

ろというのはなかなか、住民監視はあるけれども、すぐさま選挙で落選するというような

ことはありませんけれども、小さなところほど、ある意味では４年に１回ある選挙の洗礼

はかなり厳し目なものを受けますから、最終的には個性も出ず、あるいはパフォーマンス

も示せなければ、首長も議会も、選挙民と有権者にある意味では選ばれなくなるという意

味では、非常に覚悟を決めてやっているということが言えると思います。また、そうでな

ければ務まらないというふうに思います。 

○江口座長 堺屋委員、いかがですか。いいですか。 

○堺屋委員 大変結構だと思うんですけれども、そういうのがもっともっと皆さんに知れ

てくるといいですよね。ここはこういう成功例があるとか、ここはこういう変わったこと

をやってよかったとか、そういうのがもっと知れるような宣伝方法を。そうすると、道州

制になったらこうなるんだなという期待がわいてきていいと思うんですけれども。 

○河内山委員 その点が、何回か前に堺屋委員が御指摘になったキー局の問題ですね、メ

ディアの問題。非常にいい動きはあるけれども、それは何か地方だけで語られるというの

は、何となく地域住民も自信を持てないんですね。ですから、テレビだけではないけれど

も、我々ももちろん努力いたしますが、地方発の情報発信の仕方も、インターネットの時

代ですから、いろいろ工夫すればあると思いますが、その辺もあるのではないかなという

ふうに思います。これは本人の努力もたくさん必要だと思います。 

○江口座長 宮島委員、いかがですか。 

○宮島委員 テレビ局の人間としまして、個人的には、道州制になったらどう変わるかと

いうことを具体的に国民に示したいと思っています。ただ、今、アピールの問題なのか、

私たちの探し方が問題なのかはわからないですけれども、この点がすごく変わるのだとい

うことを現実に探しにくいなと思っているのも事実です。今回市町村代表の河内山委員に

ぜひお聞きしたかったのは、小さな市町村と大きな市町村と違うのかもしれませんけれど

も、自分たちの身近で物事を決めることがいいということ、「ニア・イズ・ベター」とい

うことを本当に皆さんが実感して、思っていらっしゃるかどうかということです。 

また、合併で大きくなった結果として、「近い自治体で決めるのがよい」という気持

ちがより強くなったかということに関してお聞きしたいと思っています。 
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というのは、私たちのテレビ局の内側の人間が物知らずかもしれませんが最近、「も

うじき結婚する」という男性社員から「ちょっと相談に乗ってください」と声をかけられ

まして・「うちは結婚したら共働きしたいんですけれども、いわゆる少子化の対策を調べ

てみたら、区によってこんなに違うんですか。」と驚いたように、聞かれたんです。区に

よって違うということを、それまでそんなに認識していなかったのかなと思いました。も

ちろん、いざ必要になると、自分でも調べるんでしょうけれども、それぞれの区で自分た

ち住民が動けば、自分たちのやってほしいように動くという意識が国民の中に一体どのぐ

らい浸透しているのかなと思いました。小さい自治体でしたらそういう部分があるのかも

しれないんですけれども、自分たちが決めればよりよくなるんだということを特に地方に

おいて、どの程度普通の方々が感じていらっしゃるかというあたりをお聞きしたいです。 

○河内山委員 まだまだ田舎へ行けば行くほど、大きくは国に頼らなければ何事もできな

いんだという意識を持たれている方はたくさんおいでになります。ただ、最近になって、

みんな、じゃ１周おくれ、２周おくれで、東京みたいなものとか、大都会みたいなものを

真似して何とかなろうと思ったことがことごとくこの数十年間で失敗したことがみんなわ

かったわけですね。そうすると、やはり自分たちにしかできないことをやっていかなけれ

ば、地域はもう存続できないんだという猛烈な危機が芽生えているわけです。 

 子育ての支援の仕方一つとりましても、例えば保育所をつくらなければいけないとかい

う気持ちで、保育所をつくるのには厚生労働省の補助金をもらわなければならないという

感覚を持っている人はもちろんたくさんいるんですね。ただ、そんなことじゃなくて、認

可だろうと無認可だろうと、困った人がすぐさま、病気になったら、子育て中のお母さん

が隣近所のいわゆる助け合いの仕組みの中にお子さんを預けて、それで病院に連れていっ

ていただくというのが一番安心なんだということがわかれば、その仕組みをつくった方が

勝ちなんですね。だから、そういうところは小さな自治体でも頑張ってやっているわけで

す。 

 と同時に、例えば高知県に馬路村という村がありますけれども、これはユズで有名なと

ころです。東京ではさほどまだメジャーじゃないかもしれませんけれども、ここは本当に

合併をせずに農協主体に頑張っているんですね。ただ物を売るだけではなくて、馬路村に

どんどん来てくださいということで、今案内状をたくさんの人に出して、言ってみれば、

農山村はこんな暮らしが豊かでいいところなんだということをまず体験してくださいとい

うようなことを今呼びかけていて、かなりの人が今行っているんです。それは、例えば横

浜市の300万人の自治体の100万人の観光客が来たところで、さほど大きな影響力はない

かもしれませんけれども、馬路村というところに例えば1,000人の人が来れば、これは世

の中でいうと大変な大激震になるわけですね。1,000人の人が来て、1,000人の人が３日

間過ごせば経済効果が馬路村では物すごくあるわけです。したがって、小さなことなんだ

けれども、みんなある意味では開き直ったところが勝ちというような感じがあるんですよ

ね。だから結局、宮島委員のお尋ねである、みんなが意識しているんですかということで
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いうと、これは条件不利地域ほどみんな意識が高まっているんじゃないでしょうか。 

○宮島委員 それはつまり、役所の方々だけではなくて、お一人お一人も「これは行政と

一緒に自分たちが頑張らなければいけない」と思っているということですね。 

あと、もう一つ御質問しました。合併したことによって、ベースの力が強くなった地

域があると思うんですけれども、その結果として、住民は「自分たちができることが増え

た」と実感されているんでしょうか。 

○河内山委員 これ、ちょっと合併はいろいろな、十人十色みたいな、千差万別の関係が

ありますので、一色では言えないんですけれども、大きく、やはり合併したら周辺部が寂

しくなったではないかという批判はやはり全国各地で渦巻いていますね。ただそれは、役

場がなくなったから寂しくなった、あるいは議員さんが選べなくなったとか、そういうこ

とが今出ているんですけれども、じゃ身の回りの生活に悪影響がどれだけあるかというこ

とでいうと、実は行政の合併ですから、さほどの変化は実はないはずなんです。ただ、そ

のときに、これが悪くなった、これがだめになった、寂しくなったといって、もう自信も

力も、それから先ほどの立ち上がる意欲も失ったら、それは地域がだめになるんですね。

だから、これはなかなか検証が難しいところだと思います。大きな声で言われるのは、役

場がなくなったら寂しくなったとか、議員が少なくなったとか、それは減少面であります

けれども、だからといって全部だめになったわけじゃないと思います。 

○宮島委員 プラス面はどうですか。 

○河内山委員 プラス面は、僕は10年ぐらいたたないと合併効果というのはなかなか目

に見えてこない部分があると思います。こうこうこういうことで行政が効率化しましたよ

とか、一緒になったおかげで、統一ルールで、例えば子育ての支援だとか、高齢者福祉の

仕方が非常にある意味ではサービス水準もよくなりましたよというのは、なかなかすぐさ

ま見えないかもしれませんね。 

○江口座長 今を考えるのではなくて、将来を考えて今を考えていくという、そういう方

向性を持っていかないと、単なる現実からの延長線上で、ただ、これはこうなってこうな

っていきますから、10年後は仕方がないんですという議論をしていると、やはり大胆な、

大臣のおっしゃるような大きな改革というのは難しいかもしれないなと思うんですけれど

も、犬島委員、いかがでございましょうか。今、河内山委員のおっしゃったこと、あるい

はまた御意見ございましたらどうぞ。 

○犬島委員 一般的に申し上げると、住民としての感情は、どこからサービスを受けても

そんな違いを感じていないというのが実態だと思います。ですから、市町村合併が私ども

でも行われましたけれども、ほとんど今現実問題として何か変化したのかと言われると、

まず実感としては余り大きな差異は生じていない。 

 ただ、これは市町村段階で今行われておりますので、道州制という場面に移したときに

は、ちょっと私は様相は違うのかもしれないと。それは、こういう大きな変革は明治の初

期に廃藩置県のときに起きているんですが、地域の利害が必ずしも一致をしなくて、くっ
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ついたり離れたり、すごい紆余曲折があって落ちついたという歴史的な経緯があるんです

ね。市町村合併のときには、それは地域の利害はさほどに、非常に近場で起きていますか

ら、発生しないのかもわかりませんが、県単位で物事が進みます場合は、恐らく廃藩置県

のときと似たようなことが起きるのかもしれないなと。そうすると、あのときは中央集権

国家を目指していましたから、国の力が非常に強力で、ある程度の指導なり、いろいろな

力が加わって落ちつくところへ落ちついたということはあるのかもしれません。 

 そういう意味では、何回かここでの議論を拝聴していますと、何か自動的にうまくいく

ような感じで議論をされるんですが、本当は逆にこういう道州制というようなものを考え

る場合には、反対面で、国の力にすごく強力なものを逆には用意しながらやらないとだめ

な面があるのかもしれないなということをちょっと感じております。ちょっと論点はずれ

たかもわかりませんが。 

○江口座長 ありがとうございます。 

 いつもと順番違って、金子委員、ちょっと今の意見も含めてコメントをお願いしたいと

いうふうに思いますけれども。 

○金子委員 河内山委員のお話を伺っていまして、その中で非常に重要だと感じたのは、

現状において、現在、目の前において、都道府県との関係をどうするか。都道府県からど

うやって権限、財源、人を移していけるかというところに関心がおありだということがわ

かりました。その場合、この作業をするのは今からでもできるわけですよね。もしそれに

ついての国家の措置が必要になれば、それを国家に措置してもらうということで、例えば

端的にいえば、地方自治法等の改正で、できると思うんですね。しかし、それが道州制に

どうつながるかという観点で見た場合は、やはりおっしゃっておられましたが、そういう

地道な努力を続けることによって、都道府県の空洞化が進む。自民党がいっているように、

例えば５年ないし８年先に道州制ができると言うような時代ですから、今、様子がわから

なくて見向きもしないでいる都道府県の関係者、特に都道府県の県会議員が一番問題だと

思いますが、そういう方々が、やはりこの動きでなければいけないというふうに感覚を澄

ましていく。その一つの重要なステップとして、市町村と都道府県との関係を整備してい

く中にモーメントがあるというふうに感じたわけです。これはやはり進めていかなきゃい

けないなという感じです。 

 それから、第２点。 

 近い方がいいということですね。確かにそうです。例えば介護一つとっても、先ほど病

院に行くときに子供をどこへ預けるかというお話なさいましたが、近い方がいいというこ

とはある。これは確かです。しかしながら、長い100年の中央集権の間に、近いものはだ

めだ、遠い方が上等だと。もっと言えば、昔は舶来上等という言葉があった。外国から来

るものが最高だ、日本にあるものはだめなんだ。その感覚が上から下まで、東京から地方

へとずっとでき上がって、でき上がった既存の観念のようなものがあると思うんです。こ

れをどう崩していくかということは非常に難しい。だから、堺屋委員が御指摘されたとお
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りだと思いますけれども、しかし、そこのところをどうやっていくかという場合に、方法

は一つしかないんじゃないんかと。それは、やはり論より証拠だと。先駆者がやって見せ

て、見たものによってほかの人があれはいいというふうに感じていく、このプロセスしか

ないんじゃないかなと。 

 そうなりますと、やはり市長会の中でも全体としてどうするのか、どう底上げしていく

のかじゃなくて、どこかが率先してやってみなきゃいかんという形になる。道州制も同じ

ことなので、やはり全体が一緒にやるとなると強健発動ということになり、時代にそぐわ

ない、つまり荒唐無稽な話で、やはりやれるところからやっていく。だから28次道州制

調査会はそう言い、道州制特区推進法もできたわけですね。やれるところがまず踏み出す。

踏み出すことによって、踏み出さないところに刺激を与える、こういうプロセスがやはり

非常に重要じゃないかということを市町村の段階のお話を伺いながら感じた次第です。 

○江口座長 どうもありがとうございました。 

 鎌田委員、いかがでございましょう。今の金子先生の意見を踏まえ、あるいはまた河内

山委員の意見も踏まえて。 

○鎌田委員 分権改革に絡んだ流れについて、詳細にお話を伺いましたので、非常によく

わかりましたんですけれども、お聞きしていて何点かお尋ねしたいことがあります。 

 １点は、第１次の分権改革というのは、都道府県中心、知事会主役の分権改革だったと

いうことだったんですけれども、国の機関委任事務の廃止というのは県が中心ですけれど

も、市町村も当然あったわけなんですけれども、要は意識改革が市町村レベルでどの程度

行われたのか。先ほど、大分もう進んできているという前向きなお話があったんですけれ

ども、その意識改革をきっちりしないと、多分今後分権改革が行われても同じでしょうし、

まして道州制になった場合に、今のお話だと、道州制とどうつながるのかなというところ

のリアリティがやはりまだ足りないなという印象がちょっとありまして、道州制になった

ときに、市レベルではどうなるのかというあたりをもう少し一般市民にわかるような説明

といいますか、検討というのが今の段階ではどの程度行われているのか、もし何か議論が

あるようでしたらお願いします。 

 それから、もう一点は、介護のお話があったんですけれども、確かに県との二重行政が

あって非常にやりにくいというお話があって、これは当時の厚生省なんかは、逆にいうと、

市町村だとばらばらになっちゃうから、県単位である程度統一しようということで権利を

与えたと。都市計画の農地の転用許可の場合でも、余り市町村は信用されていないところ

があるという、それは国の勝手な都合のいい解釈なんですけれども、いずれにしても、そ

ういう権限が市町村におりた場合には、基礎自治体におりた場合には、地域によって物す

ごくばらばらになる。今のはやりの言葉では、格差が生じるんだろうと思うんですよね。

今は非常に地方レベルでは、特に格差に対する関心というのが高まっている時期だという

こともあるんですけれども、ある意味では、全国一律でやるべきいろいろな福祉のサービ

スというのがあると思うんですけれども、そういうことも今は市町村のサービスになって
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いるんですけれども、格差が生じるということについての議論というのは今市長会ではど

ういうふうになっているのかというあたりをお願いできればと思います。 

○河内山委員 非常に重要なポイントばかりなんですが、まず分権に向けての意識が市町

村レベルでどう変わったのかということですが、鎌田委員のようにずっとウォッチングさ

れていた方にとってみると、余りにもスピードが遅いというか、変わり方が見えないでは

ないかという、そういうお気持ちもあるんだろうと思います。確かに、私は平成５年に市

長になりまして、その年に衆参両院で分権の決議が行われましたが、あのころの状況でい

うと、分権といっても、ワープロでも「ぶんけん」と打ったら学者先生の「文献」という

方が出てくるんですね、「地方文献」。今はちゃんと、誤作動がなくなりましたけれども、

それぐらいにだれも分権なんかというのは議論もない段階だったと思います。 

 もっといいますと、分権みたいな偉そうなことを市町村長が言うと、建設省やら農林省

にいじわるされるよと言われた時代もあります。そういうころに比べますと、確かに地域

のことは地域の実情を踏まえて、なるべくスピーディーに物事を決めていくべきだという

気持ちは、これは市民も、それから首長も、それから議会も持っている。そういうことで

いうと、かなり意識は変わったと思っています。 

 ただ、最後の問題とも関係するんですが、じゃ今持っている権限と財源というものと、

それから、人間がやる仕事ですから、今の人員体制で本当に市民のために一生懸命頑張っ

たけれども、うまくいかない、格差が生じた、あるいは自分のところはだめになったとい

うふうなことになったのでは相済まないなとか、そういうことも起こり得るなんていう恐

れは多くの自治体関係者が持っているんだろうと思います。ですから、これはやはりある

意味では、財政調整制度も含めてですけれども、やはり同じ国に住みながらこの格差はな

いだろうという点は、起こしてはならない格差は一体何なんだろうかという点は議論をし

なきゃいけないと思っています。 

 この数年間で、まことにゆゆしき状況ですけれども、日本全国でやはりお医者さんの偏

在の問題等が起こりまして、やはりお医者さんにかかろうと思ってもかかりようがないと

いうような格差は絶対つくってはいけない、そういうふうなものとか、あるいは今、人的

スタンスでいうと、教育についても、少なくとも山口県の小学校に行ったのと東京都の小

学校に行ったのでは、先生の人数も先生は違うとか、先生の質も全然、─質というのは

なかなか比較が難しいんですけれども、全然教育のレベルが違いますというのでは、これ

は義務教育としてよろしくないだろうとか、やはり差をつけてはいけないという議論はや

はりちゃんとしなきゃいけないと思いますね。これはなかなか市場だけに任せたのではう

まくいかない部分があるから、これをきっちり規制をしなきゃならない。 

 それで、具体例でお話しになりました都市計画に関する権限とか、農地に対する権限、

これはやはりうまくいかない地域というのは必ずあると思うんです。余りにも何か利害関

係者のそれこそ介入がひどくて、むちゃくちゃな農地転用行政をやっている。これはいつ

か、やはり事後でも、今回のコムスンもそうですけれども、やはり事前の規制をするのか、
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事後規制をするのかという規制の仕方についての議論で、途中段階で差し止めの請求がで

きるとか、あるいは余りにもひどいことはいわゆる仮処分ができるとか、そういう仕組み

もあわせて持たないといけないとは思いますが、余りにも事前に手間ひまがかかるという

ことは余りよくないのではないかというふうに考えておるところです。 

 全部のお答えになったかどうかわかりませんが、最終的にはニア・イズ・ベターという

実践例を示すのが我々の仕事だと思いますので、それはなかなかまだできていないという

ことはあると思います。 

○江口座長 ありがとうございました。 

 それでは、林副大臣、何かコメントをここでいただけますか。 

○林副大臣 ちょっと遅れてまいりまして恐縮でございました。きょうは河内山市長の発

表でございますので、楽しみにして聞いておりました。例えば先ほどの都市計画とか、そ

ういうのであれば、お金が余り絡まないから非常にすっといくわけですね。 

 一方で、例えば県費負担教職員の人事権等の市への移譲と、こういうことになってきま

すと、結局人件費をどうするかとか、財源と絡んでくると、金をどうやってやったらいい

のかと。多分、お金の偏在みたいなところがあって、今まさに市長おっしゃるように、一

方でシビルミニマムみたいなところは、何らかの線を引いて手当てをしなきゃいけないと

いうことになると、お金じゃないところというのは割とイメージがしやすいんですが、お

金が絡むところは、先ほど堺屋先生のお話だと、5,000人のところが出てくるんだったら

それでいいんだと。 

 そうすると、突き詰めていくと、例えば5,000人の村の方がいいというところの人は、

ある程度高い値段を払ってもいいんだと、こういうふうになっていかないと、結局値段は

よそと一緒じゃなきゃ嫌だけれども、サービスは5,000人の緻密なクロースなやつをやっ

てくれというのはできませんねということをだれが言うのかなということなのかなという

感じがします。しかし、最終的に政治でやるということになると、まさにそういう対話を

やっていって、住民と向き合っていくと。そのときに、特区とか、地域再生の取組、それ

から地方行革の関係で地方公務員の給与水準なんかもホームページで公表するというのは

やっておりますが、先ほども御議論であったように、よそではどれくらいの値段でどうい

うふうになっているのかという辺の相場観みたいなものがつくれないと、なかなか難しい

なと何となく直感的に思いました。その辺について、現場におられてどういう感じなのか

なというのをちょっとお聞かせ願えればと思います。 

○河内山委員 人件費も含めて、行政コストというものの開示は今進んでいるわけじゃな

いと思いますね。何年か前から、市でバランスシートをつくりましょうというので全国的

につくったんですけれども、なかなかバランスシートを見ただけでは、本当にうまくいっ

ているのやら、悪いのやらわからない。これは公会計問題ともかかわるんだと思いますね。

理念だけではなくて、やる以上は余りにも非効率部分というのはあるじゃないかというこ

とは、それはこういう埋め合わせができるからいいんですという話になるのか、あるいは
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それは住民が覚悟の上なんだという話になるのか、その行政コスト計算書というのは、こ

れから先少しこれは専門家も含めて、本当に大まじめにやらないといけないと。 

 今、日本全国で差が一番如実にあるのは、例えば水道料金なんかではすごく差があるん

ですね。水に恵まれているところと恵まれていないところ、我が市なんていうのは恵まれ

ていないところの一つ典型例で、なかなか雨が降りませんから、それからあとは差が非常

にあるのは、ほかに何があるかなと思うんですけれども、公共下水道の料金なんかも早く

整備したところと最近整備したところは差がかなりあるだろうと。それをいろいろな意味

で今まで埋め合わせはいろいろなことでやっていますね。例えば、水道料金で言うと、公

料金対策というのは国も制度化しているし、都道府県も制度化している。これは余り差が

出ない方がいいんだろうと。 

 先ほど林副大臣が言われましたように、例えば人口規模が少ないところで行政サービス

をやろうと思ったら、これだけ高くつきますよ。だけれども、これはこうこうこういう、

例えば共同的な事業、いわゆる一部事務組合なのか、広域連合なのか、共同事業でやりま

すよという意味でいったら、方法がないわけじゃないと思います。単体として行政、だか

らそのときに必要なのは、例えば基礎自治体が横浜市と青ヶ島村は全部同じことをやって

いるんですということは、そろそろやめるということが前提だと思うんですね。いかにし

てナショナルミニマム、シビルミニマムを一番経済効果が高いやり方でやっていくかとい

うことは、少しそういう行政がどういう規模と役割と権限というもの、規模の大小にかか

わらず全部同じものを持つというんじゃなくて、行政サービスとして本当にお金を出して

買う部分からすれば、いろいろ方法を講じた方がいいと思います。ただ、それでも小さく

ても、まちづくりとか地域づくりとか、コミュニティの力を背景にやるような仕事という

のは、なるべく配慮しながら、小なりといえども独立心を持ってやるという社会もいいの

ではないかというのが最近合併を終えてみんな思っていることじゃないかと思います。 

○江口座長 山東委員、いかがでございましょう。 

○山東委員 私は基礎自治体というのは、地方自治の一番大事な問題だと思うんですね。

基礎自治体の自立なくして地方自治なしというふうに考えているくらいなんです。それで

この基礎自治体に対する都道府県の関与をできるだけ少なくする。私はこの点では無理に

道州制と結びつけて、基礎自治体をどうこうするということを考えるよりも、今日お話が

ありましたように、さしずめ上の方から支配している県との関係で、自分の方の基礎自治

体をどういうふうに自立させていくかということが一番に大事なところじゃないかと思っ

ています。ですから、今日お話しになられたことは、ほとんど全面的に賛成ですね。 

 それから、２番目にひとつお伺いしたいんですけれども、問題は個々の市町村がどうし

ても自立できない、個別では自立できない小さい市町村が非常に多いわけですね。ですか

ら、これをどういうふうにするかということに関連しまして、市町村連合とかというよう

なことが出てくると思うんですね。もしも連合を組んで、そして連合の方で連合事務局な

り地域マネージャーというようなものを設けまして、その地域を、割合広いですけれども、
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経営的に運営していく。それでそのために地域マネージャーというものを企業からでもい

い、あるいはほかの自治体からでもいい、そういうところから呼び入れることによって、

自分たちの地域をよくしていくというようなことが、今後の問題として非常に大事なんじ

ゃないだろうかと、常々考えていますので、一応その辺は可能性がまずあるのかどうか、

恐らくは郡で言えば昔の郡が２つくらいとか、３つくらいとかというような、県によって

も違いますけれども、そういう広さになるのではないかと思いますけれども、何かそうい

うことについて感触をちょっとお聞かせいただければありがたいと思います。 

○江口座長 河内山委員、よろしく。 

○河内山委員 物事を政治的に決定をする権限というのは、これは選挙で選ばれた人間が

最終責任を負う仕組みをこれは持たないといけないと思います。ただ、与えられた権限を

いかに効率的に、合理的に、あるいは経済的に執行するかということで言うと、これはシ

ティマネージャーを初めとしまして、いわゆる行政運営のプロフェッショナルみたいなも

のをこれからつくっていくことは、これは行政運営をより効率的にするためには大事な点

だと思います。今のところ、なかなかトップマネジメントを外部の人を入れるというとこ

ろまで世の中はまだいっておりませんが、これはそれぞれの自治体で判断をすれば政治的

任用を初め、いろいろな方策はあるだろうと思います。 

 私は、これからの姿として、何でもかんでも小規模自治体はどうにかして合併をさせる

というような話じゃなくて、いろいろな形でマネジメントをうまくできるような仕組み、

場合によっては共同化をしてマネジメントをしていくというようなことをこれを考えてい

く方がいいのではないか、これは繰り返しになりますけれども、合併のエネルギーという

のは、かなりみんな疲れ果てたところがありますから、そういうことも必要ではないかと

いう、そういう意味では山東委員が御指摘のように、マネジメントのできる仕組みだとか

人だとか、あるいは組織とか、そんなものを少し考えていく時代ではないかと思います。 

○江口座長 ありがとうございます。 

 長谷川委員、いかがですか。 

○長谷川委員 この事例集を見て、私は改めてメディアの人間として自分の無知を恥じな

ければいけないというか、よく知らない、ぼんやりとしか知らなかったけれども、これを

読むと何だ、こんなことがあったのかということがたくさん出ていて、率直に言って驚き

ました。 

 例えば、３ページの虐待の話、虐待は今や新聞、メディア、大変なテーマになっている

わけですけれども、児童相談所が実は県の設置で、しかし市区町村が一般的な相談を受け

ていると、こういう話を聞くと、なるほど県を空っぽにして、市区町村に権限をおろした

方がもっとよくなるなということはすぐわかるなと。 

 それから、先ほどもありましたけれども、17ページのこれも私は知らなくて、今読ん

でびっくりしたんですけれども、県費負担の職員と市費負担の職員というのが小・中学校

に混在していて、給与をだれが払うかによって身分格差として扱われがちであると。つま
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り同じ小・中学校の中に県費の人と市の人がいるんだなと、こういうことは私は知りませ

んでした。なので、ここはこういう事例集をもっとわかりやすく、これは６月４日に取り

まとめられたわけですから、つい最近取りまとめられたようですが、こういう話をもっと

プレゼンをわかりやすくされて、大いに宣伝されたらいいんじゃないですか。私もメディ

アの人間ですから、折にふれてこれを実ながら、所々ちょっと使わせてもらおうかなと思

ったぐらいでございます。 

 こういう話を聞けば、二重行政という四文字熟語がなるほど、こういう中身だったのか

ということが一発でわかるので、とてもいいなということがまず感想です。 

 それから、冒頭堺屋先生の方からもお話があった個性を競う、いわゆる競争の概念です

ね。これはとても私も大事だと思っておりまして、そういう競争を促すような枠組みをつ

くるべきだという提言をするのがこのビジョン懇談会のまとめに入ってくる話なんだろう

と思っておりまして、もちろん意識改革とか、そうは言っても国に頼る気持ちが残ってい

るとか、そういう問題はあるんでしょうが、そこのところをこのビジョン懇で打ち出して

みても、それは言ってみれば共食いしているような話なので、それを私は枠組みができて

しまえば、おのずと競争というのはできるというふうに思っていまして、ビジョン懇とい

うか、提言を出す立場から考えれば、とにかく枠組みをつくることが大事だぞというとこ

ろまでを言うことが大事だというふうに思っております。 

 それから、３番目はプレゼンの中に都道府県を合併ではなくて一遍空っぽにする、ゼロ

にしてそれからという話で、それも確かにそうだなと思うんですが、しかしここで議論し

ているのは道州制なわけですから、道州がゼロになるわけではなくて、じゃ、道州の役割

は一体何なのかという話はまた別途必要な議論だろうと。そのときには、多分例えば地域

経済の活性化みたいな議論は、これは市町村単位でできる話では必ずしもない。道州の方

がインフラ、あるいはリソースを考えても、経済の活性化に役立てる部分というのはある

んでしょうから、それはそれとして、また空っぽだけじゃなくて、10か20か知りません

けれども、そこの議論はまた別途必要だなということは思っております。 

 以上です。 

○江口座長 今のお話に私は非常に関心を持ちました。 

 それでは、草野委員。 

○草野委員 ごめんなさい、ちょっと私は途中からだったので、後半しかお聞きしていな

いんですけれども、ここにある地方公共団体として都道府県にかえて道州、都道府県は廃

止する方向でというお話がありました。住民の行政サービスを担うのは基礎自治体である

ということで言うと、先ほどからおっしゃっていた方がいらっしゃったんですけれども、

果たしてそれが本当に住民にとって、より開かれた形になるのかどうかということは、ち

ょっと疑問を持ちます。今の形を決していいとは思わないんですけれども、基礎自治体が

あって、県があってというところの関係というのは、何か特に地方に暮らす人間にとって

は、ある種いろいろな目があるという安心感のところがつながっているようなところもあ



－- 19 -－ 

って、それが基礎自治体の中の１人であり、そこがすべての窓口であるというときに、そ

の上は道州にいってしまうというときに、非常にそこが遠い感じというのがありやしない

かなというふうに思いました。だから、方向性としては私も大賛成なんですけれども、基

礎自治体と道州の間につなぐコーディネーター的な役割というのを担う部分というのをど

ういうふうにお考えになっているのかなと思います。 

 先ほどから基礎自治体の自立というふうに、本当にそれは大事だと思うんですが、多分

それに成功している事例をおっしゃいましたけれども、それはごくごく本当にわずかで、

そういうプレッシャーの中で多分全国の自治体でもがいているところが大半なんじゃない

かなと思うんですけれども、果たしてどうぞ競争してくださいといったときに、やらなく

てはいけないんだけれども、本当にそれが可能なんだろうかということは少し思います。 

○江口座長 お答えはありますか。いいですか。 

○河内山委員 何の制度改革をしましても、段階的にやっていかなきゃいけないことや不

安をあおるだけで物事を新しくつくっても、これは意味がないと思いますので、草野委員

がおっしゃったように、まるっきりかつ違った形で、今までは例えば車で１時間も走れば

県庁があったにもかかわらず、今度は新幹線で行かなきゃいけない。それが本当に安心な

のかというようなことは、多分当分残るんだろうと思います。だけれども、これは市町村

合併もそうなんですが、最後まで残らなきゃいけない機能とか役割とか、あるいは組織と

かは一体何なのか、あるいは本当はいいんじゃないのという組織もいっぱいあるわけです

ね。そういう意味では、段階的に変わっていく中で、みんながそれはよしとするというか、

大体いいのではないかという方向をつければいいのじゃないかと思います。 

 ただ、最終的なでき上がりのところのことを決めずにやりますと、当面置きましょうと

いって当面置かれているものは世の中にいっぱいあるわけです。地方自治の仕組みの中で

も、当分の間こうこうするということが昭和20年代に決められたことがいまだにやって

いることはいっぱいあります。もっと言うと、市町村行政をやる中で太政官布告が根拠に

なっていることもいまだにあるわけですから、そういう意味で言うと、当面何とかしまし

ょうとかというのが余りにも残り過ぎると余りよくない。やるのであれば、こうこうこう

いう姿をつくるんです。ただ、その段階に行くまでにこういう暫定的な措置は必要じゃな

いでしょうかというぐらいでやらないといけないかと思いますね。 

 あと自立をみんな求められたら大変だということですけれども、実は今現時点で特に平

成16年以降、交付税削減ショック後はみんな自立の道を歩まないと大変だということで

頑張り始めているんですね。ただ、それはみんな頑張っているんだけれども、成果がすぐ

出るところとなかなか出ないところといろいろあると思いますけれども、それはみんなそ

の気にはなっていると思います。 

○江口座長 先ほどの草野委員の方から、基礎的自治体と道州制の距離があり過ぎるんじ

ゃないかという、それを何かつなぐというようなことも考えないといけないんじゃないか

というようなこともありましたけれども、御専門の立場で岩崎委員の方はそういう基礎的
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自治体と道州との関係というのは、どういうふうにとらえたらいいのか、ちょっと講義を

していただきたい。 

○岩崎委員 まず、今の宿題から答えるとすると、基礎自治体と広域自治体は２つのレベ

ルにそういう地方政府があるわけですから、存在意義が違うとまず考えるべきです。今日

のお話は基礎自治体の話ですが、これは人に近いわけだから、分権型社会をいかにつくる

かということで、近い自治体と住民の間の協働とか、いろいろなガバナンスとか言われて

いますけれども、そういうことだと思うんですね。 

 それは市民社会を豊かにする、日常空間において公的な担い手をふやす、そういうこと

だと思うのですが、そのアプローチと道州制の道州のアプローチは違うと思っております。

広域自治体の改革というのは、今は県ですが、それを大きくするということですが、これ

は分権型国家をどうするかということなので、そういう視点から見ると、県が道州になる

ことで遠くなるということではなくて、国が道州になること、国は道州になりませんけれ

ども、国の権限が道州というより大きな地域ブロックで担われることによって近くなる。

１億2,000万人が一つの法律のもとですべて画一的な法令でいろいろなやり方まで縛られ

ていますが、道州が何をするかということが重要なんですけれども、多分産業とか雇用と

か教育とか、そういうのだと思いますが、国が全部南北何千キロの国を同じルールで縛っ

ていたのを地域ごとに決められるようになるということは、人々から見たら県よりも遠く

なるのではなくて、国よりも近くなるというふうに考えるべきだと私は思っています。ア

プローチをサブシディアリティといっていつもこういくのではなくて、道州制は分権型国

家をどうつくるかという視点が重要だという気がしています。 

 それで、もう一ついいですか。 

 お聞きしたかったのは、第１次分権改革は機関委任事務制度の廃止であったということ

で、確かに市町村は余り関係はないというか、そういうことだったと思うんですが、今第

２次分権改革が始まっているということですが、私は三位一体改革と呼ばれる改革の中で

税源移譲が行われ、住民税が上がることで、住民が地方分権を多分少しずつ実感している

と思うんです。住民税が上がるのは６月からでしょうか。 

 政府の説明は所得税から住民税に移したので払う額は同じということですが、定率減税

もなくなりましたし実際は増える。そうするとお聞きしたいことは、住民税がふえるとい

うことは、一番近い自治体、納めているところとの関係をちょっと厳しい目で見るように

なると思うわけですが、自治体と住民の関係に変化が起きているのでしょうか。これは理

論とか理念ではなくて、実際に払うお金がこんなにふえたのにあれは何だ、これは何だと

いうことで来ると思うんですね。払いたくないとは言えないと思うので、使い方にすごい

気をつけるようになると思うんですが、住民の反応はいかがでしょうか。 

私は住民と首長さんと議会の三角形が比較的正三角形的で相互に緊張関係でいなくてはい

けないと思っています。チェック・アンド・バランスですね。でも、そういう自治体はか

なり少ないような気がするわけです。議会との関係も少し考え直さなくてはいけないし、
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地方自治体としての信頼度も上げなくてはいけない。そういう問題は、別に道州制でなく

ても、今できることがたくさんあるわけです。そういうところを地道におやりになってい

くことと、分権型国家の道州制ということを射程に入れながら考えるのか。今やらなくて

はいけない変化にいかに住民と向かい合っていくかということが重要であると思います。

市長さんとしてはそうだと思うのですが、市長会としてはどう思っていらっしゃるのかと

いうことをお聞きしたいと思います。私は基礎自治体というのは、人に近いから、あくま

でもヒューマンであるべきだと思うんですね。けれども、広域自治体というのはストラテ

ジックであるべきだと思っています。そういう切り分けみたいなものが日本ではなかなか

ないですよね。国と地方と一くくりに言ってしまう。違う中身の政府があるということで、

一番近い政府でできないことというのは一体何なのかということをぜひ教えてください。 

○江口座長 どうぞ。 

○河内山委員 人的なサービスというのは、これは基礎自治体が中心に絶対担うべきだと

思うわけですね。それで、今度は都市計画とか農地をどうするという話じゃなくて、国道

をどうするんだとか、あるいは道路は幹線道路というのはどういうふうにつないでいくん

だと、これは基礎自治体がやると失敗するかもしれません。 

 わかりやすい例で言いますと、高速道路を基礎自治体は要望というか、お願いはします

けれども、基礎自治体がすべてお願いすることを踏まえて道州や国が高速道路の路線を決

めたら、これは２点を結ぶ最短距離は直線であることから全然変わった路線にいっぱいな

るわけですね。そういう路線もいっぱい世の中にはありますけれども、だから国が担うべ

き仕事と基礎自治体が担うべき仕事というのは、歴然として差というか、違いはあると思

います。人的なサービスをやるのは、基礎自治体が担うべきだと。 

 今税の話が出ましたけれども、多分所得税が増税とか、いわゆる定率減税が廃止されま

しても、税務署長さんのところに電話がかかっていくということはないだろうと思うんで

す。だけれども、この三位一体改革で地方税がふえ、それから同時に定率減税も廃止され

ましたので、物すごくふえるわけですね。そうすると、税務課の人たちはちょうど全国の

市町村は通知をしたところだと思うんですけれども、いっぱい電話がかかってくる。 

 私のところは、個人的にもこの間久しぶりにある方が電話してきまして、名前を聞いた

ら多分この人は税金の話をするだろうなと思ったら案の定だった。非常に関心も強いし、

関心も高いし、言う先があるんですね。これが基礎自治体のつらいところだけれども、い

いところなんです。悪い面だけじゃなくて、市町村長というか、私は市長ですけれども、

市長をやっていてうれしいことというのは、本当に細かなことでも、例えばある変化を市

民の生活の形からするといい方向に変化したということについては、すぐさまほめてはく

れないけれども、忘れてないですね。 

 10年前ぐらいに保育料が高いというので、２人目、３人目の方の保育料をそうかとい

って下げたことがある。そのときには何も言わなくて、その御当人が高校生になったんで

すね。そうすると、当事者である高校生の女の子が私が保育園に行っているときに、私の
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お母さんが市長さんなんかに相談して保育料が下がったので、すごくお父さんとお母さん

が喜んでましたという話なわけですね。だから、結局今のお金の話というのは、本当に近

くで収入し、近くである意味では上手に配分していくというか、これが非常に民主主義の

基本だと思いますので、したがって税源移譲は我々にとっては大変ありがたいし、それか

らある意味ではもっと行革をやれという声がこれからたくさん出てくると思いますけれど

も、それは大事な点じゃないかなと思います。 

○江口座長 どうぞ。 

○岩崎委員 今の保育料の話など典型だと思うんですけれども、身近なことであるがゆえ

にずっと覚えているというのはあると思うんです。 

 お聞きしたいのは電話の内容なんですが、つまり上がるのはけしからんとかそういうこ

となのか、それともなぜこんなに上がるのかということなのか、それとも使い方がひどい

のにこう上がるのはたまらないとか、歳出、歳入の一体的な視点から言っているのか、ど

ういうような電話がかかっているのでしょうか、教えていただけますか。 

○河内山委員 これは税務課の窓口にかかってくる、あるいは担当者にかかってくるのは、

大半は今年から上がっているが、なぜ上がったのか、間違いではないか、これは数年前の

老年者控除とか年金の控除が変わると、市町村が徴収している地方税ももちろん変わるん

ですが、国民健康保険税から何から全部変わっていくわけですね。今までは所得階層で言

うとＢクラスだったということがＡクラスになるとどんと上がってくると。したがって、

これは間違いじゃないですか。ですから、物すごい問い合わせが来ます。全国の自治体か

にいっぱいかかっていると思うんですね。 

 あとは政策的にというか、税のことについてちょっと関心の高い方が例えば税務課長じ

ゃなくて総務部長に用事があるとか、副市長に聞きたいとか、あるいは市長に聞きたいと

いうのは、これは完全に税金がこうこうこう変わったんだから、そのことは何に今度は使

い方を変えるのかとか、あるいは上がった以上はもっと何々をきちんとしろとか、それは

そういう話ですね。 

○江口座長 篠﨑委員、何かございますか。 

○篠﨑委員 都市自治体の将来の姿ということで大変いいお話を伺ったんですが、大都市

圏の圏域だけを見ておりますと、先般の合併でも、そんなに合併は進んでおりません。私

の住んでおります大阪府下でもたった１例でございます。今２例目が出ているんですけれ

ども、その２例目が出てきたときに住民の方々に説明のための資料が自治体から出てきた

んですね。たった１枚のＢ４の資料ですけれども、それを見ると本当にはっきりと今どれ

だけ財政的に難しくなっているかというのがわかるんですね。 

 もうやっていけないとなったときに初めてわかりやすい情報が開示される、こういう情

報を常日ごろ出していただいていたら住民はもっと前向きに考えられたのではないかと思

います。それにひきかえ大都市のまだまだやっていけている市はそういう情報も開示しな

いし、市民の方も何となく合併もないしということで、余り危機感もなくすごしているん
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ですね。ところが、大都市圏を見ますと、先ほど10万人が大体適正規模というお話があ

ったんですが本当にそうかなと思ってしまうところがあります。大都市のスプロールでで

きた郊外都市の場合、ベッドタウン都市として余りそれぞれ個性もなく、自分の家の前の

道路を隔てたら違う市であるというぐらいの似通った地域があって、そこでは行政効率を

上げようと思えばもっと規模が大であったほうがいいんじゃないかという、そういう視点

もあるかと思うんですね。そういう視点からいくと、もう少し基礎自治体の合併が、進ん

でもいいところが多いんじゃないか。私は大都市圏では、そういうこともあるかと思うん

です。 

 そのときに、住民の方々がただでさえ大都市住民は無関心の人が多いのに、大規模にな

ることによって、もっと無関心になるんじゃないかという危惧もあるかと思うんですが、

私は合併を考えるプロセスというのは、住民の方々に自分たちの地域のことを理解しても

らうすばらしいプロセスだと思うんですね。学習のプロセスだと思っております。特に大

阪でたった１例の合併例ですけれども、そのときに地元説明会で住民の皆さん方喧々諤々

と議論をし、いろいろな自治体情報を得て自分たちのまちをどうつくっていくのかという

意識を持たれた、そういう機会を得られたという、そのプロセスが非常に私は大事だと思

っておりますので、大都市圏でもう少し合併が進んだ方がいいのではないかという視点も

持っております。そのあたりはいかがなんでしょうか、まずそれをお聞きしたい。 

○河内山委員 人口が何万人が適当かというのは、これはあくまでも余り深い意味のある

話ではないので、それは御理解いただきたいと思います。 

 いろいろ全国は地域的に見ますと、西日本は非常に合併が進みました。西日本の中でも

合併が進んでいないところもあります。例えば、宮崎県というのは合併が進んでいないん

です。なぜ進まないかといったら、これは道路が悪いからです。一緒になるといって、こ

んな隣まで行くのに時間がかかるのに、これで一つのまちと言えるかというような感じな

んですね。例えば、山口県とか広島県というのは、意外と合併が早く進んだ。岡山県もそ

うです。これは合併しないと大変だという気持ちもあると同時に、大体隣まで行くのにそ

う苦労もなく行けるじゃないかということもあって合併が進みました。 

 大都市圏は、これは合併に対するインセンティブが余り働かなかったんですね。ですか

ら、合併に対する感覚というのは本当に全部違います。大都市部では、本当になぜ合併す

るのかというときに、言い方は悪いんですが、田舎へ行けば行くほど合併をしないと立ち

行かないではないかという危機感があって合併が進んだという面がありますから、大丈夫

だと思っているところは合併が進まないんですね。 

 ですから、大都市部で今後もそう合併が進むことは余り想定されないと思いますが、こ

れは住んでおられる方がまさしく決めることでございまして、いざ財政が悪いから合併し

て、合併したからといって財政がよくなるわけじゃ決してなくて、それは10年ぐらいか

かります。その間、本当にみんなで市民もみずから立ち上がるとか、ＮＰＯをつくってア

ウトソーシングの受け皿になろうとか、そういうことを同時進行でやっていかないと、大
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都市部の合併の効果というのはなかなかうまくいかないんだろうなと思いますね。関心が

ないのは、これは今までは幸せだったということだろうと思います。幸せなところは関心

がありません。夕張のことが出るまでは、日本国全体関心なかったんです。夕張のことが

起こってから、みんな全国でうちは大丈夫なのかという話がみんな起こり始めたわけです

ね。それはかなりよくないことではあるんでしょうけれども、財政のことを余り心配して

なくても済むのは幸せといったら幸せですね。 

○篠﨑委員 今そういうことをお聞きしましたのは、私は国の権限を道州という身近なと

ころへ持ってくる、あるいは基礎自治体で行政サービスを、生活サービスを総合的に担う

ということになったときに、住民の方々、国民の方々が自立して、どこまでを行政に、官

に任せるべきなのか、国から地方へと同時に、官から民へという、その民という国民一人

一人が自立してここまでは自分たちでやるけれども、ここから先を自治体にお願いしたい

んだというふうなことを考えていかなければいけないと思っていますが、今残念ながらそ

ういうことを平時では考えないわけですね。それで、そういう意味では合併という一つの

機会というのはいい学習機会であると思っています。 

 そういうことも考えますと、さっきの10万ぐらいの適正規模の自治体をこえる大都市

圏の大きなところとを考えますと、地方制度調査会でも検討されていたんですけれども、

大都市州という発想もあるということでございましたよね。そういうことも少し全体の中

で考えていかなければいけないのかなと思っております。 

○江口座長 全国市長会で10万人というのは、私は非常にアバウトだというふうに思う

んですね。私どもはプロジェクトで４年間計算した一番経済効率のいい人口というのは、

30万人から45万人ということで、これはもし場合によっては次に必要とあれば資料はお

配りしてもいいですけれども、計算すると大体そういうところになってまいります。先ほ

ど副大臣がおっしゃったように、5,000人というところがあってもいいと思いますけれど

も、それはそれだけの負担も覚悟して選択をしていくというようなことも考えていかない

といけないというようなことになって、この10万人というのはどこから出てきたのか、

私どもの計算というのは、とても10万人という数字では行政が成り立っていかないとい

うような、これはご返事は結構でございますが、そんな感じがいたしております。 

 芦塚委員、一言ちょっと御意見を。 

○芦塚委員 １点感想と１点質問をさせていただきたいと思います。 

 私ども九州では、第２回の取り組み、九州で一体となっての検討の取り組みについて御

報告させてもらいましたけれども、その後また第２次といいましょうか、九州地域戦略会

議と言いますけれども、知事会と経済団体が一緒になって立ち上げて検討を進めるように

なりました。そこの課題といいますか、そこの目的とするところは、もちろん九州モデル

の道州制の姿ということですが、１つは役割分担、今国、道州制は国家統治機構の大変革

であるという、それはそのとおりの地方分権の魂でやるわけですけれども、役割分担、国

と州と基礎自治体、この中で大くくりのそういう権限その他、それはいろいろ出ておりま
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すし、それもありますが、今日こちらの市長からちょっと御説明ありましたように、具体

的に、大くくりは大くくりで、もっと具体的にこういう課題、それを出して、そしてこれ

は住民といいましょうか、住民に一番説得があるのは具体的課題であると、具体的テーマ

であると。それを基礎自治体と州と国との関係でどうするかと、それによってちょうど発

言がありましたように、その地域がその特性を生かして活性化をやって、ビジョンと我々

は言っています。九州ビジョン、各地域がお互いに栄えていくということに材料に使いた

いというふうにして、そういう意味で今日御説明いただきました主な改革の方向、これは

いい材料で、これを基礎自治体がこうということで、あとは道州制の方にどう反映してや

っていくかということで大変参考に、これは私どもの委員会の方もここの議論の内容を踏

まえて検討を進めるというふうにしておりますので、大変参考になりました。 

 もう１点、ここにちょっと書いてありますけれども、道州制になったときの大都市、政

令都市、その他取り扱いはちょっとここにははっきりしませんが、ここの中にはここは少

し権限をふやして、また一般の基礎自治体とは違った方向でもいいのではないか。そうな

りますと、道州制に移行した場合、濃淡ができますね。それが例えば九州では九州州の一

体的な発展と社会資本整備をやって、経済政策と一体とやる中でうまくいくのかなという

のが一つ、ちょっと九州で議論の中で疑問点と。 

 それと、さっき出ていますけれども、取り残された基礎自治体、これをどうやって、実

力を上げてそれだけの力をつけて、基礎自治体として方策を考えるかということもよく議

論になります。先ほど言いました政令都市その他の取り扱いについては、何か御意見があ

りましたら。 

○河内山委員 政令市を初め、自力のあるところというのは、余り議論しなくてもいいぐ

らいの力をつけているので、そこはどうぞ御随意にというところはあるだろうと思うんで

す。それは州に匹敵するような仕事ができて、それこそ二重行政にならないように工夫し

ていくと。それは芦塚委員の九州で考えましても、例えば福岡県の北部ぐらいはいいんだ

けれども、大分と熊本と福岡の県境にあるような地域とか、あるいは鹿児島と熊本、宮崎

の県境にある地域とか、そういうところはどうやって、ある意味ではちゃんと基礎自治体

が仕事ができるような道州との関係にするためにはどうしたらいいのか、そちらの方がポ

イントではないかと思うんですね。大規模な方は……。 

○芦塚委員 前半の政令都市その他をもっと一般の基礎自治体より余計権限もやって、税

財源もつけるでしょうと、そういう方法がいいのか、基礎自治体は基礎自治体、同じじゃ

ないかという議論もあるんですけれども。 

○河内山委員 先ほど篠﨑委員もお話しになりましたけれども、大都市部の、大都市部と

いうのは非常に人口が集中しているところの基礎自治体は基礎自治体でまた違う悩みがあ

るんですね。ですから、そういうところはどう考えたらいいのか、私もよくわかりません。

ただ、政令市の方々は口に出して言っておられるのは、都道府県と明確に役割分担を変え

ていかないと無駄が多いというふうにはみんな言っていますね。 
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○江口座長 ちょっと時間も迫ってまいりまして、山下委員、いかがでございましょうか。 

○山下委員 先ほど話がありましたように、西日本で市町村合併が進んだということで、

私が参っております徳島も平成の大合併で50から24に半減以下になりました。第１反応

というのは、合併して何がよかったのかなと、不便になったというようなことがあります

けれども、ごく最近ちょっと耳にしたのは、多少プラスの反応もありまして、知名度が上

がったと、他県の人に自分の新しい市の名前がすっと通ったということで喜んでいるとい

う声もあります。ですから、長い目で見ればだんだん合併も受け入れられていくのかなと

いう期待感を持っております。 

 私は一つ申し上げたいと思ったのは、基礎的自治体に権限移譲していきたいと、いかな

きゃいかんという議論の方向ですけれども、その場合、当然財源もついている。私はより

重要なのは人材だと思うんですね。権限が移譲されたときに、それを執行する人材も霞が

関から移譲されないと、権限だけ移っても決まらないという部分があると思うんです。問

題は人材が本当に移住してくれるかどうかという問題がありまして、自然環境がいいとか、

住宅事情が少し広い家に住めるとか、そういうことがあるんですけれども、ポイントは教

育だと思うんですね。教育がしっかりしていないと、みんな単身赴任になっちゃう。単身

赴任だといろいろな問題が社会的な面でも起きますから、私は教育をしっかり全国、これ

こそシビルミニマムだという今日のお話のとおりなんですけれども、そういうふうに思う

んですけれども、私は数年前に徳島の県の教育委員もやっておりましたけれども、そのと

き聞いた話で、教員の悩みは自分のスキルをレベルアップしたいけれども、朝早く県都徳

島で研修があると、郡部から３時間、４時間もかかると。結局、行きたい研修も行けない

と、子供たちに最高の教育をフィードバックできないという悩みを聞いたことがあるんで

すね。結局、これは道路の問題なんですね。教育のレベルも全国同一にしなきゃいかんと

いうときに、道路とか、そういう社会インフラも入ってくる。すべてが関連してくるとい

うところで、私は財源の水平調整というものが今後は十分に議論されなきゃいかんのでは

ないかなというふうに思っています。 

○江口座長 おっしゃるとおりだと思います。 

 福田委員、いかがでございましょう。 

○福田委員 せっかくの河内山委員の御説明、プレゼンをちょうど濃霧の発生で１時間飛

行機がおくれまして、大変失礼いたしました。ちょうど終わったころ入りまして、別に扉

の前で待っておったわけじゃございませんので。 

 私の方としては、中国ブロックといたしましては、７月下旬にシンポジウムを開きたい

と。これは中国５県の賛同を得て、経済界も知事会の方も了承していただきまして、賛同

していただきまして開催する予定でございます。いかに住民の人の関心を喚起できるかと

いう、それを中心にいろいろ頭を悩ましているところでございます。そうは言いながら、

我々もこれまでいろいろやってまいりましたけれども、なお皆さんの住民の意識というの

は非常にまだまだという感じがいたします。 
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 道州制を議論する上で切っても切り離せない地方分権の必要につきまして、多くの方々

が御指導はされていますが、住民意識の浸透ということについて、いま一歩さらに加速す

る必要があるんではないか。もちろん今回やりますシンポジウムがそのミッションを負っ

ているというのは重々承知しておりますが、各ブロックの道州制シンポジウムがさらに大

きな効果を上げるためには、ぜひ国としても予算をとっていただきまして、もっと幅広な

啓蒙活動を実践していただけないだろうか。例えば、日本経団連が公表しておりますとこ

ろの道州制憲章７カ条というもの、こういったキャッチコピーの創作、あるいはポスター

配布とか、マスメディアを通じた周知ということが必要であろうと。また、地方の痛みと

いうのがなかなか理解できないであろう、また地方の思いと大きく異なるであろう首都圏

住民を対象としたシンポジウムの実施、あるいは霞が関の関係省庁の意識改革といった方

策についても、同時並行的にやっていただきたいということがございます。 

 それから、知事会の方といたしましては、道州制の論議が先行したりすることによって、

肝心の地方分権の方がおざなりになるのを一番怖がっておるというのが知事会の一つの意

識だと思いますけれども、私もその点は随分心配しております。地方分権をきちっとやっ

た上で、道州制というのが描けるわけでございます。そういうことで、ぜひその辺は両方

からのメッセージというのが出る必要があるのではないかということを言っております。 

 それから、前回私は今このメンバーは同じ同心円の人たちの意見が次々に言っておるわ

けでございまして、これが回を重ねますと、だんだん、だんだん余り違和感のない、迫力

のないものになるのが落ちだろうというふうに思っていますので、ぜひ違った同心円を持

つところ、この間はカープの野球にたとえて９回までの話をしましたけれども、もっと早

い段階で異なるもう一つの同心円を持つところの首都圏の人の意見をぜひ本音の意見とい

うのをこの次の回か次の次の回ぐらいには、ぜひ座長の方へお願いしたいんですが、この

場でやっていただけないだろうか。地方のプレゼンということをまずやって、それを受け

て首都圏の方が本音プレゼンをしてくれるという、そこでお互いの全体の世界というのが

浮かび上がってくるわけでございますので、問題の所在をきちっととらえるためにも、そ

ういう意味でぜひ早い段階でこれをやっていただきたい。 

○江口座長 わかりました。 

 首都圏でどなたか適当なゲストスピーカーが見つかれば、ぜひ一回ここで話をしていた

だくというようなことにしたいと思います。 

 村上委員、いかがでございましょうか。 

○村上委員 時間もございませんので、一つの点だけ自分でもよくわからなくなっている

点は、前回もちょっと申し上げたんですけれども、基礎自治体を強化していくというのは

もちろんこれが一番大事な地方分権の施策だと思いますけれども、先ほど来議論がござい

ましたように、単位にならない基礎自治体をどうしていくのかと。フルセットで県から権

限を受け持ってやれる自治体は県の方からここへ来て、そこで道州と二層にしていくとい

うことが一番合理的なような気がいたしますけれども、そういうフルセットで持てない市
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町村が随分残っていくということになると、こうしたところをどうしていくのかというこ

と。広域連合とかという仕組みもありますけれども、関西では二、三年広域連合の研究を

いたしていますけれども、なかなか広域連合で処理できる事務というのは限られてきます

ので、非常に難しさもある。そうするとこれをいきなり二層にして、地方のそうした単位

にならない市町村の上にすぐ道州ということになって、その地区から見たら、これは場所

も遠いというようなことになってくる。そこで、基礎のことは基礎の県がよくわかってい

るということで、従来の県でないにしても、それにかわるような郡のような、何かその地

区の特色を出すような、その地区では三層になるような仕組みが、道州制を検討していく

場合でも必要ではないか。そういう仕組みを考えていくことは、前回の鎌田委員からも御

説明いただいたフランスにあれするというわけじゃないんですけれども、本当の意味での

地方分権の難しさというのはその辺にあるのかなと今も御指摘のあったとおりでございま

す。そこだけはちょっと。 

○江口座長 それでは、最後になりましたけれども、大久保委員の方からコメントをいた

だきたいと思います。 

○大久保委員 国と道州と基礎自治体という３つの体制になったとして、その役割分担と

いう問題のことを考えたときに、どう言いますか、シビルミニマムと言っていいのかと思

いますけれども、一番基礎的な「市民を守る」という役割を基礎自治体が負うんだと。そ

れで、そこをやっているときに、今現実問題として例えば医者が来なくて病院がなくなる

とか、あるいは先ほどおっしゃったように、教育の問題で先生が集まらないとか、そうい

うようなお話があるんですが、河内山さんの支障事例は非常におもしろくて、大変いい資

料だなと思っているんですけれども、例えば５ページのところで病院の開設その他の権限

を基礎自治体にくれと、本当にそういうことで今の問題点が解決されていくのかどうか、

本当の本質的な問題なのかどうかということと、あるいは教育の問題なんかでも、その辺

の基礎的なシビルミニマムをやるための基礎自治体として、本当に考えないといかん問題

というのがここでいろいろあるように、三百何であるようなそういう権限を県からもらっ

てくるということで、本当に解決するのかなという感じがしたのが一つと。 

 それだけです。 

○江口座長 大久保委員には来月というか、次回いろいろお話をいただきますので、その

ときにまた。 

 どうぞ。 

○河内山委員 全国の市町村で今一番みんな頭が痛いのはお医者さんの問題なんです。ど

の方に言っても、大都市は大都市なりに、田舎はもちろん深刻です。結局、権限を移譲し

たからすべて解決するわけでは絶対ないと思います。しかしながら、権限も責任感もない

ところが仕事をしていると、これはいい結果は出ません。都道府県ももちろん一生懸命や

っていただいています。厚生労働省もやっていますけれども、厚生労働省の人に山口県の

何々町のお医者さんをどうこうせいという権限はあったとしても発揮できません。県知事
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さんも発揮できないんですね。ですから、当然それは裏打ちとなる財源はどうするか、病

院を開設したけれども、どうやってノウハウを蓄積してやっていくか、もちろんそういう

ものはワンセットですけれども、だからといってできないからといって権限も何もないと

いうのは一番地域住民にとっては不幸だというふうに思いますので、そこのところはこれ

から先重要な課題には権限と財源と先ほどお話があった人間、ワンセットでなるべく身近

なところで受け持てるようにする方が私は幸せだと思います。 

○江口座長 ありがとうございました。 

 ちょっと議論も尽きませんけれども、河内山委員、ありがとうございました。一応終わ

らせていただきます。 

 最後に、前回南山委員から御説明がありましたけれども、北海道で行われました道州制

シンポジウムについて、参加されました鎌田委員より、さらにちょっと一言だけ御説明を

したいというお申し出がありますので、鎌田委員の方からちょっと御説明をいただきたい

というふうに思います。 

○鎌田委員 前回終わったことを蒸し返すようなことで大変申しわけありませんが、前回

ちょっと発言の機会を逸してしまったものですから、札幌の道州制シンポジウムというの

は、これからブロックで行うシンポジウムの最初のシンポジウムということですので、今

後の御参考になればということも含めて、お話しをさせていただければと思います。前回、

南山会長から詳細な会場からの発言は皆さん御承知かと思いますが、会場とどういうやり

とりがあったのかということについての説明がありませんでしたので、補足も含めてちょ

っと御報告したいと思います。 

 私の方からは、報告の内容としてはここに書きましたけれども、１点は今国民の間では

必ずしも道州制に対する賛成の声というのは上がっていないと。これは１月の日本世論調

査会という全国の地方新聞社でつくっている世論調査会の全国の面接調査の結果ですけれ

ども、道州制に反対というのが62％を占めているということです、一方では、自民党で

道州制の論議が具体的に進んでいるということで、私は政高民低の状態であるということ

を申し上げました。 

 道州制は究極の地方分権なんだということを２点目で申し上げました。これは先ほど岩

崎委員の方から、詳細なお話がありましたので、そういうお考えを援用させていただいた

次第です。 

 移譲のことを踏まえて、国民には何のための道州制なのかというのをわかりやすく説明

する必要があると。新しい国の構想として示すことがビジョン懇談会の役割じゃないかと

いうことを申し上げました。 

 それから、特に九州では自動車産業の集積などで、今具体的にブロックでいろいろな動

きが出てきているところがありますので、ぜひそういうところでブロック内の連携を進め

ることで具体的に成果を示すという、こういうことが非常に大事なのではないかというこ

とを申し上げました。 
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 それから、道州制特区に関しては、高橋知事の方からいろいろここでもやりとりがあり

ましたので、今後の権限移譲ではできる限り道民の生活に密着したような、関連したよう

なわかりやすい権限が臨まれるんじゃないかということを申し上げました。 

 質疑での発言ですけれども、２点に限ってお話ししますと、今の状況を反映して、北海

等の参加者からは地域の格差に関する関心が物すごく強い、そういう御意見が出ました。

特に財政力の格差に関して調整制度が必要じゃないかということで、会場の方は具体的に

全国の１人当たりの所得税の納付額は14万円だけれども、東京の千代田区は2,900万円じ

ゃないかというお話し合いがありまので、私は千代田区と中央区、港区の３区が飛び抜け

て納付額が高いんですね。これは東京全体の納付額を押し上げているという状況があって、

必ずしも東京すべて、全体が高いわけじゃないということを申し上げましたけれども、い

ずれにしても地域間の財政力の格差というのは、これは道州制以前にやらなきゃいけない

ことで、道州制になっても当然財政調整制度は必要だと。特に東京とか関西など、一部を

除けば今の状況で例えば北海道のように財政的に自立ということは、まず不可能だと思い

ますとはっきり言いました。それで、そういう意味で言えば財政調整制度は絶対欠かせな

いということを申し上げた次第です。 

 それから、今ずっと河内山委員の方からお話がありました基礎自治体に関してもどうな

っているというのはそのときに御質問がありましたので、懇談会でも折にふれて議論にな

っているということを申し上げて、合併に関してはこういう状況になると、ある程度合併

が進めやすいところは進んだ状態になっていると。だから、日本経団連の方から300、

500というようなお考えが出ているんですけれども、これは現実から見ると机上の空論で

はないかと、特に離島や中山間地など、合併の効果が薄いところが多いわけですので、こ

れ以上強制的な合併は進めるべきではないと。現状の基礎自治体の状況を前提にして議論

が必要じゃないかと。その場合に、今回のこの場でも出ましたけれども、小規模の自治体

の補完をどうするのかというところでは、県の役割などについてもこれから影響するんじ

ゃないかというようなことを申し上げました。 

 シンポジウム全体では、特に会場の方からどんどん御質問が出たりして、我々もそれに

対してはすぐマンツーマンで答えられるようなということで、かなり活気のあるやりとり

でしたので、次回以降もぜひそういうふうな雰囲気になっていただければと思います。 

 詳細な議事録は、道経連の方で今作業中ということですので、また配布などがあるかも

しれませんけれども、今後の御参考になればと思います。 

 以上です。 

○江口座長 ありがとうございました。 

 基礎的といった300について、根拠ということですかけれども、これについてもし必要

とあるならば、全国をどういうふうに区割りしたらいいのかということは私の方で４年間

ずっと研究してきた、そういう区割りがありますから、これも御提示させていただいても

いいというふうに思いますが、根拠があっての300というふうに私は申し上げているとい



－- 31 -－ 

うことでございます。 

 ありがとうございました。まだまだ意見が足らない、意見が尽きないということであり

ますけれども、予定をいたしておりました７時が４分ほど過ぎましたので、本日の議論は

ここまでとさせていただきたいというふうに思います。 

 次回の会議では大久保委員にひとつ御説明をいただく予定であります。開催日程につき

ましては、７月30日、月曜日を予定いたしておりますけれども、詳細については、また

事務方である内閣官房副長官補室より、追って連絡をさせていただきます。 

 先ほどちょっとございました意見交換会でございますけれども、７月４日に仙台で行う。

それから、７月26日に中国ブロック、広島で行われる。それから、８月２日は九州、長

崎ですね。２日、３日というようなことで行われるという予定をいたしております。ぜひ

委員の中で行ってやろうというようなことでございましたら、御連絡いただければ大変あ

りがたいというふうに思います。 

 以上をもちまして、本日の道州制ビジョン懇談会、第７回を終了させていただきます。 

 本当にありがとうございました。 

午後 ７時０８分閉会 


